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第１章 公共施設等総合管理計画の改訂について 

第１節 計画策定の目的 

全国の地方公共団体においては、公共施設やインフラ施設（以下、「公共施設等」という。）の老

朽化対策が大きな課題となっており、本町では、2016 年度に「日高町公共施設等総合管理計画」（以

下、「初版総合管理計画」という。）を策定し、2020 年度に一部改訂を行いました。 

また、2020 年度には、初版総合管理計画に基づく公共建築物（学校教育施設を除く。）ごとの具

体的な対応方針を定める計画として、点検・診断によって得られた個別施設の状態や維持管理・更

新等に係る対策の優先順位の考え方・対策の内容や実施時期を定める「日高町公共施設個別施設計

画」（以下、「個別施設計画」という。）を策定しました。 

これらの計画では、本町の公共施設等を適切に維持管理するための方針や施設ごとの今後のあり

方等を検討しています。今後、高齢化が進むに連れ、扶助費等の支出が増加し、一方で、人口流入

に伴う子育て世帯のニーズに対応した施設の整備が求められています。 

このような状況下において、初版総合管理計画からおよそ５年が経過し公共施設等を取り巻く状

況が変化していることや個別施設計画の内容を反映させた公共施設マネジメントを推進させるた

め、初版総合管理計画の見直し（以下、見直しを行った総合管理計画を「改訂版総合管理計画」と

いう。）を行うことにしました。 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、本町の最上位計画である「日高町長期総合計画」及び「日高町総合戦略」の理念のも

と、その他のまちづくりや公共施設等に関連する計画や施策等と連携し、個別施設計画の内容を反

映させ、公共施設等に係る基本的な方針等の見直しを行い、本町の公共施設等を分野横断的にとり

まとめたものです。 

 

■図表１-１ 計画の位置づけ 

 

 

 

  

日高町長期総合計画 

日高町総合戦略 

日高町公共施設等総合管理計画 

（初版総合管理計画） 

（2017 年３月策定） 

和歌山県日高町公共施設個別施設計画（2021 年３月策定） 

インフラ長寿命化基本計画 

【基本計画】 

国土強靭化計画 

日高町学校施設の長寿命化計画（2020 年３月策定） 

その他インフラ施設の長寿命化等関連計画 

 

日高町住宅・建築物耐震改修促進計画（2016 年４月策定・2017 年３月改訂） 

日高町橋梁個別施設計画（第３期橋梁長寿命化計画）（2021 年３月策定） 

漁港海岸長寿命化計画（2017 年 12 月策定） 

日高町水道事業経営戦略（2017 年３月策定） 

日高町下水道事業（農業集落排水事業）経営戦略（2017 年３月策定） 

日高町下水道事業（漁業集落排水事業）経営戦略（2017 年３月策定） 

日高町下水道事業（特定地域生活排水処理事業）経営戦略（2018 年３月策定） 

日高町公共施設等総合管理計画 

（改訂版総合管理計画） 

（2022 年３月改訂） 
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第３節 計画期間 
本計画における計画期間は、初版総合管理計画で定めた 2017 年度～2026 年度までの 10 年間を

計画期間とします。また、その他の公共施設等に関連する計画の期間についても、確認のため列記

します。 

 

■図表１-２ 公共施設等に関連する計画の期間一覧 

計画名称 計画期間 

日高町公共施設等総合管理計画 2017 年度～2026 年度 

和歌山県日高町公共施設個別施設計画 2021 年度～2035 年度 

日高町学校施設の長寿命化計画 2020 年度～2029 年度 

日高町住宅・建築物耐震改修促進計画 2016 年度～2020 年度 

日高町橋梁個別施設計画（第３期橋梁長寿命化計画） 
本計画策定の基本サイクルは５年間と

し修繕の短期計画期間を 10 年間に設定 

漁港海岸長寿命化計画 50 年間に設定 

日高町水道事業経営戦略 2017 年度～2026 年度 

日高町下水道事業（農業集落排水事業）経営戦略 2017 年度～2026 年度 

日高町下水道事業（漁業集落排水事業）経営戦略 2017 年度～2026 年度 

日高町下水道事業（特定地域生活排水事業）経営戦略 2018 年度～2027 年度 
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第４節 対象施設となる公共施設等 
本計画における施設の分類は、総合管理計画の分類から一部見直しを行った内容で整理するもの

とします。 

 

■図表１-３ 対象施設一覧（2022 年３月 31 日時点） 

施設類型 主な施設 施設数 棟数 
建物総延床面積

（㎡） 

建物系 

公共施設 

学校教育系施設 小学校、中学校 3 20 12,840.00 

行政系施設 役場、消防庁舎 10 12 3,799.00 

保健・福祉施設 保健福祉総合センター 1 1 3,472.00 

子育て支援施設 保育所、子どもクラブ 5 7 3,475.75 

町民文化系施設 公民館、集会所 11 12 2,847.00 

スポーツ・レクリエーシ

ョン系施設 
武道館、温泉館 6 9 3,356.58 

産業系施設 農村環境改善センター 1 1 1,872.00 

社会教育系施設 救命艇保管庫 1 1 91.60 

公園 便所、倉庫 3 5 124.00 

その他 斎場、公衆便所、廃校 7 11 2,255.00 

企業会計

施設 

上水道施設 浄水場 1 2 660.00 

下水道施設 下水処理場 5 5 1,824.55 

計 54 86 36,617.48 

※資料：固定資産台帳 
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■図表１-４ 土木系公共施設対象一覧（道路）（2021 年３月 31 日時点） 

類型 種別 実延長（ｍ） 道路部面積（㎡） 

道路 町道 157,704.53 648,460.95 

※資料：道路台帳 

 

■図表１-５ 土木系公共施設対象一覧（橋梁）（2021 年３月 31 日時点） 

類型 種別 実延長（ｍ） 道路部面積（㎡） 

橋梁 

ＰＣ橋 282.72 2,119.91 

ＲＣ橋 698.20 2,811.44 

鋼橋 134.47 612.40 

石橋 0.00 0.00 

その他 30.13 174.87 

計 1,145.52 5,718.62 

※資料：橋梁台帳 
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■図表１-６ 企業会計施設対象一覧（上水道管路）（2021 年３月 31 日時点） 

類型 管種 管径 延長（ｍ） 

上水道管路 

導水管 300mm 未満 565.00 

送水管 

300mm 未満 7,717.00 

300mm～500mm 未満 819.00 

配水管 

50mm 以下 21,441.00 

75mm 以下 26,526.00 

100mm 以下 8,933.00 

150mm 以下 6,753.00 

200mm 以下 11,222.00 

250mm 以下 4,040.00 

300mm 以下 1,753.00 

計 89,769.00 

※資料：水道統計調査 

 

■図表１-７ 企業会計施設対象一覧（下水道管渠）（2021 年３月 31 日時点） 

類型 延長（ｍ） 

下水道管渠 56,168.00 

※資料：下水道事業に関する調書 
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第２章 公共施設等の現況と今後の見通し 
第１節 人口の推移 

１．人口の推移 

 

本町の人口は、国勢調査をもとに見ると 1970 年以降は、緩やかな減少傾向にありましたが、

1990 年の 6,862 人から一貫して増加傾向にあり、直近の 2020 年には 7,673 人となっており、1990

年から 2020 年までの 30年間で、811 人、11.8％増加しています。 

また、2015 年国勢調査では、人口増加率が和歌山県内の 30 市町村で１位となっており、2020

年国勢調査においても、人口が増加したのは本町を含め３市町のみとなっています。 

人口を年齢３区分で見ると年少人口（0～14 歳）は 1990 年以降、1,200 人弱で推移しており、

2020 年の年少人口は 1,200 人（15.6％）、生産年齢人口（15～64 歳）は 4,152 人（54.1％）、高

齢者人口（65 歳以上）は 2,321 人（30.3％）となっています。 

2015 年国勢調査によるそれぞれの比率を全国及び和歌山県と比較すると、年少人口比率

（15.6％）は全国平均（12.6％）や和歌山県平均（12.1％）をかなり上回り、高齢者人口比率

（29.4％）は全国平均（26.6％）を上回り、和歌山県平均（30.9％）をわずかに下回っており、

本町は、人口が増加しつつ、少子化は進んでいないものの、高齢化は和歌山県と同程度進行して

います。 

 

■図表２-１ 人口の推移（各年 10 月１日時点） 

 

※資料：国勢調査 
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２．人口の今後の展望 

 

「日高町人口ビジョン」（2016 年３月）において、本町の目標人口は、20 年後の 2040 年では

8,007 人、40 年後の 2060 年では 7,954 人としており、8,000 人前後を横ばいで推移する推計とな

っています。 

人口構成は、年少人口（0～14 歳）は微減傾向、高齢者人口（65再以上）は微増傾向で推移

し、少子高齢化が緩やかに進行します。 

2040 年の年少人口は 1,121 人（14.0％）、生産年齢人口（15～64 歳）は 4,484 人（56.0％）、

高齢者人口（65歳以上）は 2,402 人（30.0％）と推計されています。また、2060 年の年少人口は

1,034 人（13.0％）、生産年齢人口（15～64 歳）は 4,454 人（56.0％）、高齢者人口（65 歳以

上）は 2,466 人（31.0％）と推計されています。 

一方、「第６次日高町長期総合計画」（2021 年３月）における「日高町の将来像」人口の見通

しにおいては、「第２期まち・ひと・しごと創生日高町総合戦略」（2020 年３月）に基づき、人

口の維持・増加に向けた取り組みを積極的に推進し、本町の総人口は、減少せずに微増傾向で推

移していくことを目指しています。 

 

■図表２-２ 目標人口 

 

※資料：日高町人口ビジョン（2016 年３月） 
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第２節 財政の状況 

１．財政の状況 

 

本町の普通会計決算は、40 億円程度の規模で推移していましたが、2020 年度決算は、歳入 61.7

億円、歳出 58.6 億円となっています。これは、新型コロナウイルス感染症に対応するための経

費が大幅に増大したことによるものです。 

2016 年度から 2020 年度までの５年間の歳入の主な内訳は、地方交付税が全体の約 40％を占

め、次いで国・県支出金が全体の約 15％を占めています。また、主な自主財源である地方税で約

7 億円であり、全体の約 15％を占めています。 

一方、2016 年度から 2020 年度までの５年間の歳出の主な内訳は、物件費が全体の約 20％を占

め、次いで人件費、繰出金、補助費等となっており、扶助費は全体の約 10％を占めています。 

今後、高齢化の進展に伴い社会保障関連経費の増加は避けられない状況であり、町の財政状況

は厳しさを増すことが予想されることから、投資的経費に充てられる財源の確保が困難になるこ

とが考えられます。 

投資的経費の状況は、2016 年度から 2020 年度までの５か年の投資的経費の平均額は、公共施

設で約 3.5 億円、インフラ施設（道路、橋りょう、上水道、下水道）で約 2 億円となっています。

公共施設では、2017 年に日高中学校の大規模改修、2020 年に志賀小学校の増改築を行ったこと

により、決算額が大きくなっています。 

 

■図表２-３ 歳入の状況 

 
※資料：地方財政状況調査 
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■図表２-４ 歳出の状況 

 

※資料：地方財政状況調査 

 

■図表２-５ 投資的経費の状況 
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第３節 公共施設等の更新推計費用 

１．建物系公共施設の更新推計費用 

 

本町における 2020 年度末時点の建物系公共施設の総量は、48 施設、総延床面積は 34,132.93

㎡です。施設用途別では、学校教育系施設が 12,840.00 ㎡（37.6％）と最も大きく、次いで行

政系施設が 3,799.00 ㎡（11.1％）、子育て支援施設が 3,475.75 ㎡（10.2％）となっていま

す。 

本町の公共施設は、老朽化や利用状況等を総合的に判断した上で、順次更新等を進めていま

すが、中には更新を必要とする公共施設が数多く残っています。今後も老朽化等に伴い、更新

や修繕に係る費用が増大していくことが見込まれるだけでなく、人口動向による公共施設に対

する社会的ニーズの変化等が予測される中、効率的に公共施設を管理していく必要がありま

す。 

 

■図表２-６ 建物系公共施設の築年別整備状況 
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 下図のグラフは、前項の建築年度別施設整備状況の建物系公共施設を、現状のまま、建築年度

から 30 年後に大規模改修、建築年度から 60 年後に建て替え更新を実施すると仮定した場合の更

新費用推計を示したグラフです。本町全体の公共施設を更新するには、今後 40 年間で 163.8 億円

の費用が必要となる試算結果となります。これは年平均に換算すると、約 4.1 億円必要となる試

算結果となります。 

 

■図表２-７ 施設更新費用推計グラフ（建物系公共施設、従来型、総務省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 
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仮に全ての施設の長寿命化工事を実施した場合、今後 40 年間の将来的な更新費用推計額は、従

来型の 163.8 億円から 119.6 億円まで減少し、44.2 億円縮減することができる試算となります。 

 

■図表２-８ 施設更新費用推計グラフ（建物系公共施設、長寿命化型、文部科学省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 
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２．土木系公共施設の更新推計費用 

 

道路を更新するには、今後 40 年間で 81.3 億円の費用が必要となる試算結果となります。これ

は年平均に換算すると、約 2.0 億円必要となる試算結果となります。 

 

■図表２-９ 施設更新費用推計グラフ（道路、従来型、総務省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 

 

橋梁は、「日高町橋梁個別施設計画（第３期橋梁長寿命化修繕計画）」において、予防保全型に

よる修繕費のシミュレーションを行っており、今後 40 年間で 4.3 億円の費用が必要となる試算結

果となります。これは年平均に換算すると、約 0.1 億円必要となる試算結果となります。 

 

■図表２-１０ 施設更新費用推計グラフ（橋梁、長寿命化型、総務省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 
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３．企業会計施設の更新推計費用 

 

上水道施設を更新するには、今後 40 年間で 90.6 億円の費用が必要となる試算結果となりま

す。これは年平均に換算すると、約 2.3 億円必要となる試算結果となります。 

 

■図表２-１１ 施設更新費用推計グラフ（上水道施設、従来型、総務省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 

 

下水道施設を更新するには、今後 40 年間で 61.3 億円の費用が必要となる試算結果となりま

す。これは年平均に換算すると、約 1.5 億円必要となる試算結果となります。 

 

■図表２-１２ 施設更新費用推計グラフ（下水道施設、従来型、総務省ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 
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４．公共施設全体の更新推計費用 

 

建物系公共施設及び道路、橋梁、上下水道全て含めた公共施設全体を更新するには、今後 40 年

間で 357.0 億円の費用が必要となる試算結果となります。これは年平均に換算すると、約 8.9 億

円必要となる試算結果となります。 

 

■図表２-１３ 施設更新費用推計グラフ（公共施設全体、従来型（橋梁は長寿命化型）、総務省

ツール） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※更新費用推計グラフは、2021 年度から 2060 年度までの 40 年間の更新費用総額を示しています。 

 

■図表２-１４ 対策による比較 

公共施設等全体の更新費用推計の総額 
①2016 年度 

初版管理計画 

②2021 年度 

改訂版管理計画 

③比較 

（①-②） 

今後 40 年間の更新費用推計総額 407.1 億円 357.0 億円 50.1 億円 

1 年当たりの更新費用推計 10.2 億円 8.9 億円 1.3 億円 
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５．有形固定資産減価償却率 

 

地方公会計制度において、有形固定資産減価償却率を算出しています。建物等においては、長

期間使用するとその価値を減少させていきますが、これを減価償却といい、財務書類上はコスト

として計上されます。減価償却率が高いと施設の老朽化が進行している状況であり、今後、計画

的に維持管理や更新等を実施していく必要があります。 

 

■図表２-１５ 有形固定資産減価償却率の推移 

 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

一般会計等 64.43％ 66.09％ 68.00％ 

水道事業会計 60.03％ 60.02％ 63.43％ 

下水道事業特別会計 43.04％ 45.60％ 47.88％ 

※有形固定資産には建物以外に、道路や橋梁のようなインフラ施設が含まれています。 

 

６．維持補修費の推移 

 

本町の維持補修費は、約 2,000 万円（2016 年度から 2020 年度までの５ヵ年平均）で推移してい

ます。維持補修費は、本町が管理する公共施設等の効用を維持するための修繕に要する支出で、

今後、公共施設等の老朽化が進むにつれて増加することが見込まれます。 

 

■図表２-１６ 維持補修費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※資料：地方財政状況調査 

 

５ヵ年平均 

約 2,000 万円 
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７．過去に行った対策の実績 

 

 初版総合管理計画策定後に、本町が公共施設マネジメントとして実施した対策としては、一例

として下記の内容が挙げられます。 

 

■図表２-１７ 過去に行った対策の実績（2016 年４月１日～2022 年３月 31 日） 

施設分類 

（大分類） 
主な対策の実績 

学校教育系施設 
日高中学校（校舎大規模改修【2017】）、内原小学校（屋内運動場非構造部

材耐震改修【2018】）、志賀小学校（校舎増改築、屋内運動場改修【2020】） 

行政系施設 
水防倉庫（建替【2017】）、バス車庫（新築【2017】）、阿尾消防車庫（新築

【2019】） 

保健・福祉施設 
保健福祉総合センター（空調・照明改修【2016】、昇降機改修【2019】、電

気設備（キュービクル）改修【2021】） 

子育て支援施設 
第 1 日高町子どもクラブ（新築【2016】）、志賀保育所（増築【2018】、ト

イレ洋式化【2021】）、内原保育所（トイレ洋式化【2021】） 

町民文化系施設 文化会館（外壁改修【2021】） 

産業系施設 農村環境改善センター（空調・電気設備・自家発電機改修【2019】） 

その他 斎場（空調改修【2021】） 

道路 
町道比井小学校川添線（改良【2016】）、町道花折線（改良【2020】）、町道

中志賀久志線（舗装【2020】）、町道高家中央線（改良【2015～2024】） 

橋梁 

小坂橋[町道上久保線]、佃橋[町道荊木鉄道添線]、西山本橋[町道小坂５

号線]、名草橋[町道柏海岸線]（補修【2017～2018】）、新出橋[町道鹿ヶ瀬

線]、高露橋[町道内ノ畑支線]、小井橋[町道観音寺高家線]、小杭橋[町道

小杭線]（補修【2021～2022】） 

漁港港湾 

小浦漁港、比井漁港、産湯漁港（防潮堤、水門、樋門補修【2019～2020】）、

比井漁港（岸壁、突堤補修【2018～2019】）、田杭漁港（航路、物揚場、護

岸補修【2020～2021】）、小浦漁港、比井漁港、産湯漁港（水門自家発電機

設置【2021～2022】）、比井漁港（集落道改良【2014～2021】） 

上水道 
小中送水管（布設替【2017～2019】）、県道柏御坊線水道管（布設替【2018

～2022】） 

下水道 

谷口小池農業集落排水処理施設、内原東農業集落排水処理施設（機械機器

更新【2020】）、阿尾漁港漁業集落排水処理施設（機械機器更新【2021～

2022】） 
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第３章 施設分類ごとの基本認識 
第１節 建物系公共施設 

 

（１）学校教育系施設 

基本認識 

現状と課題 

 学校教育系施設は、小学校２校、中学校１校があります。 

 2017 年度に日高中学校の大規模改修を行いました。また、2021 年度に比井

小学校が廃校となり、志賀小学校に統合を実施し、統合に伴い志賀小学校

の増改築を行いました。 

 今後は、学校教育現場や子育て世代のニーズ等に対して、適切な対応を行

うとともに、将来的に人口流入が落ち着き、施設本来の役目が終了した後

の利活用も視野に入れつつ、施設の維持管理等を行う必要があります。 

今後のあり方 

検討 

 学校教育系施設の長寿命化の方針としては、「日高町学校施設の長寿命化計

画」（2020 年３月策定）において、以下の基本方針を設定しています。 

 児童生徒数や施設の状況に応じ、改築又は長寿命化改修を適切に選択し、

老朽度の進んだと判断される学校施設から計画的な改築・長寿命化改修の

実施を行い、維持・更新コストの抑制・平準化を図ります。 

 施設の改修にあたっては、原状回復だけでなく、機能性・安全性の向上を

図り、事故防止や防犯対策を進めます。 

 施設の定期的な点検と適切な維持管理を行う等「予防保全型維持管理」を

取り入れ、維持・運営コストの低減を図ります。 

 

 

■図表３-１ 学校教育系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■内原小学校（萩原 964-1） 

 校舎 鉄筋コンクリート造 1,324.00 1960 年 3 月 31 日 教育課 

 校舎 鉄筋コンクリート造 295.00 1972 年 8 月 31 日 教育課 

 体育館 鉄骨造 630.00 1977 年 12 月 31 日 教育課 

 校舎 鉄筋コンクリート造 575.00 1976 年 12 月 31 日 教育課 

 倉庫 鉄骨造 53.00 1979 年 9 月 30 日 教育課 

 配膳室 鉄骨造 35.00 2004 年 8 月 31 日 教育課 

 便所棟 鉄骨造 240.00 2014 年 3 月 31 日 教育課 

 会議室 鉄骨造 98.00 2013 年 11 月 30 日 教育課 

 通級指導教室 木造 21.00 2017 年 3 月 31 日 教育課 
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名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■志賀小学校（志賀 1800） 

 校舎 鉄筋コンクリート造 1,669.00 1978 年 3 月 31 日 教育課 

 校舎（東側増築） 鉄骨造 376.00 2021 年 3 月 31 日 教育課 

 校舎（音楽室） 鉄骨造 153.00 2021 年 3 月 31 日 教育課 

 体育館 鉄筋コンクリート造 774.00 1978 年 8 月 31 日 教育課 

 体育倉庫 鉄骨造 54.00 2021 年 3 月 31 日 教育課 

■日高中学校（志賀 71-1） 

 校舎 鉄筋コンクリート造 4,075.00 1982 年 8 月 31 日 教育課 

 校舎（特別教室） 鉄筋コンクリート造 227.00 1987 年 12 月 31 日 教育課 

 体育館 鉄筋コンクリート造 1,580.00 1989 年 2 月 28 日 教育課 

 体育館（２Ｆクラブハウス） 鉄筋コンクリート造 246.00 1989 年 2 月 28 日 教育課 

 クラブ部室 鉄骨造 318.00 1990 年 2 月 28 日 教育課 

 配膳室 鉄骨造 97.00 2004 年 9 月 30 日 教育課 
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（２）行政系施設 

基本認識 

現状と課題 

 役場庁舎は、大きな支障はありませんが、外壁の塗装の剥がれや設備の老

朽化・陳腐化が進んでいる状況です。空調設備の更新や照明設備のＬＥＤ

化が今後の課題です。 

 消防団本部庁舎は、屋根の防水シートを 1995 年度に一度修繕を行っただけ

であり、その他の改修等は行っていない状況です。また、施設の利用状況

については、２階会議室は年に２～３回程度の利用のみです。 

 消防車庫は、2019 年度に阿尾消防車庫を津波浸水区域外へ新築しました。

今後、その他の３施設について、改修等の検討を行う必要があります。 

 

今後のあり方 

検討 

 役場庁舎の外壁の塗装については、庁舎の増改築工事から、およそ 30 年が

経過する 2030 年を目途に実施する検討を行います。 

 消防団本部庁舎は、屋根の防水シートの修繕を検討するとともに、利用頻

度の少ない２階部分を改修する際には、他用途への利活用も視野に入れ検

討を行います。 

 老朽化が著しい消防車庫は、今後、施設の改修等の検討を行いますが、他

施設との集約化や津波浸水区域外への新築移転等の可能性についても同時

に検討を行います。 

 

 

■図表３-２ 行政系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■役場庁舎（高家 626） 

 役場（本館） 鉄筋コンクリート造 912.00 1964 年 12 月 10 日 総務課 

 役場（別館） 鉄骨造 1,612.00 2002 年 9 月 24 日 総務課 

 役場（本館増築） 鉄筋コンクリート造 184.00 1991 年 7 月 24 日 総務課 

■役場（車庫・倉庫）（高家 626） 

 役場（車庫・倉庫） 鉄骨鉄筋コンクリート造 236.00 1981 年 7 月 31 日 総務課 

■役場（水防倉庫）（高家 626） 

 役場（水防倉庫） 鉄骨造 273.00 2018 年 2 月 28 日 総務課 

■役場（バス車庫）（高家 626） 

 役場（バス車庫） 鉄骨造 99.00 2017 年 9 月 18 日 総務課 

■消防団本部庁舎（高家 659-1） 

 消防団本部庁舎 鉄筋コンクリート造 234.00 1976 年 3 月 31 日 総務課 
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名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■備蓄倉庫（高家 659-1） 

 備蓄倉庫 鉄骨造 45.00 1995 年 10 月 16 日 総務課 

■消防団第 2 分団車庫（志賀 1350-1） 

 消防団第 2 分団車庫 鉄骨鉄筋コンクリート造 64.00 1974 年 7 月 10 日 総務課 

■消防団第 3 分団車庫（比井 673-8） 

 消防団第 3 分団車庫 鉄骨鉄筋コンクリート造 64.00 1974 年 7 月 10 日 総務課 

■小浦消防車庫（小浦 495） 

 小浦消防車庫 鉄骨造 26.00 1992 年 3 月 31 日 総務課 

■阿尾消防車庫（阿尾 540-1） 

 阿尾消防車庫 鉄骨造 50.00 2020 年 1 月 31 日 総務課 
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（３）保健・福祉施設 

基本認識 

現状と課題 

 保健福祉総合センターは、子どもから高齢者までの健康維持と福祉サービ

スの拠点として、幅広く利用されるほか、子育て支援センター「くえっこ

ランド」やシルバー人材センターの事務所としても利用されています。 

 第１日高町子どもクラブの定員オーバーにより、2019 年度に第３日高町子

どもクラブを設置しています。 

 社会福祉協議会によるデイサービス事業が行われていないため、食堂や入

浴施設などは使用されていない状況です。 

 天井から雨漏りや外壁の塗装の劣化が確認されており、老朽化による全体

的な改修が必要な状況であり、施設の規模から鑑みて、改修には多額の費

用が必要となることが予測されます。 

 

今後のあり方 

検討 

 2022 年度に屋根や天窓の防水改修を行うほか、外壁の防水改修、室内の壁

や床の改修など、計画的かつ段階的に施設の改修を行います。 

 2021 年度に電気設備（キュービクル）の嵩上げや自家発電機の整備によ

り、災害時の電源が確保できることから避難施設として活用します。 

 

 

■図表３-３ 保健・福祉施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■保健福祉総合センター（小中 1308） 

 保健福祉総合センター 鉄筋コンクリート造 3,472.00 1996 年 3 月 29 日 住民生活課 
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（４）子育て支援施設 

基本認識 

現状と課題 

 子育て支援施設は、保育所２施設、子どもクラブ２施設が整備されていま

す。 

 保育所や子どもクラブは、年々増加する園児や児童に対応するため、新築

や増改築を行ってきました。 

 第１日高町子どもクラブは、定員オーバーのため、保健福祉総合センター

内に第３日高町子どもクラブを設置しました。 

 保育所においても、定員オーバーに近い状況で、安全な園児の受け入れの

ためには、さらなるスペースの確保が必要となっています。 

 一方、比井保育所は、園児数の減少に伴い 2020 年度から休園、2021 年度に

廃園となります。 

 

今後のあり方 

検討 

 保育所や子どもクラブは、今後、増加する利用者数に対して、必要なスペ

ースの確保について検討を行うとともに、利用者数のピークを見極め、将

来的に遊休施設が発生しないよう、有効利用できる建設手法や運営方法

等、施設のあり方について十分に検討を行います。 

 廃園となる比井保育所は、2022 年度に施設の改修を行い、比井崎集会所及

び文化財の展示施設として活用します。 

 

 

■図表３-４ 子育て支援施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■志賀保育所（志賀 1781） 

 志賀保育所 鉄筋コンクリート造 676.00 1980 年 1 月 1 日 子育て福祉健康課 

 志賀保育所（増築） 鉄筋コンクリート造 141.75 2019 年 2 月 28 日 子育て福祉健康課 

 志賀保育所（増築） 鉄筋コンクリート造 543.00 2005 年 3 月 17 日 子育て福祉健康課 

■内原保育所（原谷 517） 

 内原保育所 鉄骨鉄筋コンクリート造 1,338.00 1984 年 3 月 15 日 子育て福祉健康課 

■比井保育所（比井 729） 

 比井保育所 鉄筋コンクリート造 503.00 1980 年 1 月 1 日 子育て福祉健康課 

■第 1 日高町子どもクラブ（萩原 972-1） 

 第 1 日高町子どもクラブ 木造 160.00 2017 年 3 月 31 日 教育課 

■第 2 日高町子どもクラブ（志賀 1800） 

 第 2 日高町子どもクラブ 鉄骨造 114.00 2015 年 10 月 1 日 教育課 
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（５）町民文化系施設 

基本認識 

現状と課題 

 中央公民館は、近年において、耐震補強や改修工事を実施しているため、

現状、施設について大きな支障はありませんが、今後、適切な施設マネジ

メントのもと、継続的に維持管理を行う必要があります。 

 文化会館は、2018 年度に防水シートの改修、2021 年度に外壁の改修を行っ

ています。 

 一部の集会所については、維持管理や運営について、地元に実施いただい

ている状況です。 

 

今後のあり方 

検討 

 建設から相応の年数が経過している施設は、老朽化が進んでいる箇所から

改修等を行っていますが、改修費用が多額になってきています。 

 今後は、施設の利用状況や地区の意向等を鑑みながら、施設の譲渡も含

め、施設のあり方を検討する必要があります。 

 廃園となる比井保育所を 2022 年度から比井崎集会所として、住民生活の生

活文化の振興、社会福祉の増進等の学習の場として活用します。 

 

 

■図表３-５ 町民文化系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■中央公民館（高家 629） 

 中央公民館 鉄筋コンクリート造 1,056.00 1972 年 2 月 19 日 教育課 

■文化会館（志賀 564） 

 文化会館 鉄筋コンクリート造 251.00 1982 年 3 月 31 日 住民生活課 

 倉庫 鉄骨鉄筋コンクリート造 23.00 1982 年 3 月 31 日 住民生活課 

■小浦地区公民館（小浦 174） 

 小浦地区公民館 鉄筋コンクリート造 393.00 1978 年 3 月 20 日 教育課 

■高家集会所（南）（高家 1031-4） 

 高家集会所（南） 鉄筋コンクリート造 135.00 1977 年 2 月 1 日 教育課 

■萩原集会所（萩原 768-1） 

 萩原集会所 鉄筋コンクリート造 198.00 1981 年 2 月 28 日 教育課 

■田杭集会所（阿尾 1630） 

 田杭集会所 鉄筋コンクリート造 129.00 1984 年 3 月 20 日 産業建設課 

■小池集会所（小池 450） 

 小池集会所 鉄骨造 84.00 1986 年 3 月 31 日 産業建設課 
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名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■久志集会所（志賀 2722-2） 

 久志集会所 鉄骨造 98.00 1987 年 3 月 31 日 産業建設課 

■産湯集会所（産湯 163） 

 産湯集会所 鉄骨造 190.00 1991 年 2 月 26 日 産業建設課 

■高家集会所（北）（高家 469-1） 

 高家集会所（北） 鉄骨造 147.00 1997 年 8 月 20 日 産業建設課 

■中志賀構造改善センター（志賀 1973-2） 

 中志賀構造改善センター 鉄骨造 143.00 1989 年 3 月 6 日 産業建設課 

  



27 

 

 

（６）スポーツ・レクリエーション系施設 

基本認識 

現状と課題 

 武道館は、耐震補強を行っていますが、外壁に亀裂が広範囲に確認されて

います。また、今後、照明設備等の改修を行う必要があります。利用頻度

については、比較的多く利用されており、施設の安全面を考慮し、抜本的

な見直しが必要な状況です。 

 若もの広場は、グラウンドの照明設備が水銀灯のため、今後、ＬＥＤ照明

に切り替える必要があります。 

 町民プールは、管理事務所棟の建物については大きな支障はありません

が、プール水槽に著しい劣化が確認されています。 

 比井小学校の廃校に伴い体育館は、比井崎体育館として、町民の体育、レ

クリエーションなどに利用されています。 

 温泉館「海の里」は、2009 年度に改修工事を実施していますが、至る所で

不具合が生じている状況です。また、フロンを使用している空調設備は、

2022 年度に改修の予定です。 

 

今後のあり方 

検討 

 武道館は、外壁の劣化が顕著であり、長寿命化等の改修を検討しますが、

立地環境としては、比較的良好な位置にあり、今後、建替え等を検討する

にあたっては、集約化・複合化等、幅広く施設のあり方について検証を行

います。 

 町民プールは、一般住民の利用だけでなく、日高中学校や志賀小学校のプ

ール授業でも使用されており、今後、プールの利用状況を鑑みながら、プ

ール水槽の改修等の検討を行います。 

 温泉館「海の里」は、計画的かつ段階的に改修を行うものとし、温泉施設

としての利用状況を鑑みつつ、温泉施設としての集客以外に、各種部屋の

有効活用についても検討を行います。 

 比井崎地区地域交流拠点施設は、海の家としての利用が主となるため、シ

ーズン以外の利活用の検討を行います。 

 

 

■図表３-６ スポーツ・レクリエーション系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■武道館（志賀 1781） 

 武道館 鉄骨鉄筋コンクリート造 823.00 1980 年 5 月 21 日 教育課 

■若もの広場（池田 451） 

 管理事務所 コンクリートブロック造 72.00 1980 年 3 月 31 日 教育課 

 倉庫 鉄骨造 21.58 1980 年 3 月 31 日 教育課 
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名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■町民プール（志賀 915 内 1 号） 

 管理事務所 鉄骨鉄筋コンクリート造 118.00 1981 年 12 月 10 日 教育課 

 倉庫 鉄骨鉄筋コンクリート造 12.00 1981 年 12 月 10 日 教育課 

 機械室 鉄骨鉄筋コンクリート造 35.00 1981 年 12 月 10 日 教育課 

■比井崎体育館（比井 938） 

 比井崎体育館 鉄筋コンクリート造 885.00 2004 年 1 月 31 日 教育課 

■温泉館「海の里」（方杭 100） 

 温泉館「海の里」 鉄筋コンクリート造 1,234.00 2000 年 3 月 17 日 企画まちづくり課 

■比井崎地区地域交流拠点施設（産湯 727-2） 

 
比井崎地区地域交流拠点施

設 
鉄骨造 156.00 2014 年 1 月 31 日 産業建設課 

 

 

 

（７）産業系施設 

基本認識 

現状と課題 

 農村環境改善センターは、2007 年度に耐震補強・改修、2009 年度に集落排

水処理施設へ接続、2019 年度に空調・電気設備・自家発電機改修を実施し

ているため、現状、施設について大きな支障はありません。 

 

今後のあり方 

検討 

 農村環境改善センターは、町民だけでなく、和歌山県内や日高管内から

も、各種スポーツ大会などに幅広く利用されており、適切な施設マネジメ

ントのもと、適切かつ計画的に維持管理を行います。 

 自家発電機の整備により、地震や津波等の災害時において照明や空調など

の電源の確保が可能であり、収容人数も大きいことから主要な避難施設と

して活用します。 

 

 

■図表３-７ 産業系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■農村環境改善センター（高家 630） 

 農村環境改善センター 鉄筋コンクリート造 1,872.00 1981 年 9 月 1 日 産業建設課 
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（８）社会教育系施設 

基本認識 

現状と課題 

 クヌッセン機関長救命艇保管庫は、一部、外壁に浮きが確認されており、

施設の立地環境から、塩害による施設の不具合も確認されています。 

 

今後のあり方 

検討 

 現状、施設について大きな支障はなく、今後も適切な施設マネジメントの

もと、継続的に維持管理を行います。 

 

 

■図表３-８ 社会教育系施設一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■クヌッセン機関長救命艇保管庫（阿尾 1438-3） 

 
クヌッセン機関長救命艇保

管庫 
鉄骨造 91.60 2012 年 2 月 14 日 教育課 

 

 

 

（９）公園 

基本認識 

現状と課題 

 公園については、大きな支障はないものの、それぞれ公衆便所を設置して

いるため、定期的な清掃対応等、維持管理が必要です。 

 

今後のあり方 

検討 

 現状、施設について大きな支障はありませんが、一部の遊具に老朽化が確

認できるため、適切な施設マネジメントのもと、継続的に維持管理を行い

ます。 

 

 

■図表３-９ 公園一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■小中住民公園（小中 869-1） 

 倉庫 鉄骨造 34.00 1982 年 4 月 1 日 住民生活課 

 公衆便所 コンクリートブロック造 20.00 1982 年 4 月 1 日 住民生活課 

■谷口住民公園（志賀 902-1） 

 公衆便所 木造 17.00 1983 年 4 月 1 日 住民生活課 

■萩原住民公園（萩原 387-2） 

 倉庫 鉄骨造 34.00 1990 年 4 月 1 日 住民生活課 

 公衆便所 鉄骨造 19.00 1990 年 4 月 1 日 住民生活課 
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（１０）その他 

基本認識 

現状と課題 

 その他に分類される施設は、斎場、公衆便所、廃校となった旧比井小学校

になります。 

 斎場は、建設からおよそ 20 年が経過しており、施設が海辺に面している立

地環境の影響から、塩害による塗装の剥がれや錆び付きが確認されていま

す。また、設備面においては、火葬炉の修繕が必要な状況であり、空調設

備については、2021 年度に改修を行いました。 

 公衆便所は、今のところ、目立った老朽化は確認できませんが、定期的な

清掃対応等、維持管理が必要です。 

 

今後のあり方 

検討 

 斎場は、2020 年度から 2024 年度にかけて火葬炉の修繕を計画的に行い、躯

体本体に係る改修は、建築後 40 年を目途に実施します。 

 公衆便所は、現状、施設について大きな支障はなく、今後も適切な施設マ

ネジメントのもと、継続的に維持管理を行います。 

 旧比井小学校は、民間事業者に貸付を行い、地域活性化に資する施設とし

て、民間事業者及び地区住民等との連携のもと、施設の活用事業として取

り組みます。 

 旧比井小学校校舎から比井崎体育館に架かる渡り廊下は、施設の維持管理

や安全面を考慮して 2022 年度に解体撤去します。 

 

 

■図表３-１０ その他一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■斎場（比井 1439-1） 

 斎場 鉄筋コンクリート造 430.00 2002 年 2 月 28 日 住民生活課 

■阿尾公衆便所（阿尾 108-4） 

 公衆便所 鉄筋コンクリート造 22.00 2000 年 3 月 31 日 産業建設課 

■産湯公衆便所（産湯 728-1） 

 公衆便所 鉄筋コンクリート造 38.00 2003 年 4 月 1 日 産業建設課 

■比井公衆便所（比井 79） 

 公衆便所 鉄骨造 11.00 2001 年 2 月 26 日 産業建設課 

■小浦公衆便所（小浦 86-3） 

 公衆便所 鉄筋コンクリート造 30.00 2002 年 3 月 20 日 産業建設課 

■熊野古道便所（原谷 900） 

 公衆便所 木造 25.00 1996 年 2 月 8 日 教育課 
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名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■旧比井小学校（廃校）（比井 938） 

 校舎 鉄筋コンクリート造 1,459.00 1973 年 9 月 30 日 総務課 

 倉庫 鉄骨造 50.00 1974 年 8 月 31 日 総務課 

 便所棟 鉄筋コンクリート造 101.00 1994 年 11 月 30 日 総務課 

 配膳室 鉄骨造 20.00 2004 年 8 月 31 日 総務課 

 渡り廊下 鉄骨造 69.00 2004 年 1 月 31 日 総務課 
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第２節 土木系公共施設 

 

（１１）土木系公共施設 

基本認識 

現状と課題 

 道路や道路付属物、橋梁は、定期的な点検等を実施し、点検結果を考慮

し、優先度に応じて、長寿命化等の必要な改修・更新を行い、安全・安心

な住民生活と持続的なサービス水準確保に努める必要があります。 

 

今後のあり方 

検討 

 道路、橋梁ともに、定期的な点検・修繕を行い、道路環境の保全を図りま

す。 

 道路の点検は、定期的な道路パトロール等を行い、危険箇所の早期発見・

早期修繕に努めるとともに、点検情報を履歴として管理を行い、次回の点

検や修繕計画に活用します。 

 橋梁の定期点検は、供用開始後２年以内に初回を行い、２回目以降は、５

年に１回の頻度で行うことを基本とします。 

 

 

■図表３-１１ 橋梁のメンテナンスサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※日高町橋梁個別施設計画（第３期橋梁長寿命化修繕計画）より 
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（１２）その他インフラ施設 

基本認識 

現状と課題 

 本町は、紀伊水道を臨む海岸線を有しており、その海岸線上には多くの地

区集落が点在しています。各地区集落においては、これまで高潮波浪や潮

流波浪による浸食等により、住宅や漁港、海水浴場等に甚大な被害を与え

ることがあったため、計画的に海岸保全施設である護岸や防潮堤、樋門等

を整備してきました。 

 護岸等は、設置してから、長いもので 40年以上経過しているものもあり、

老朽化が進行している施設があります。さらに、今後発生することが懸念

されている南海トラフ巨大地震のような自然災害にも対応するため、適切

な維持管理や計画的に更新を行い、防護機能の強化及び安全確保に努めて

いく必要があります。 

 

今後のあり方 

検討 

 本町では、海岸保全施設の防護機能を可能な限り長期間維持できるよう、

予防保全の考え方に基づいた適切な維持管理を行うため、海岸長寿命化計

画を策定しています。 

 

 

■図表３-１２ 海岸保全施設の概要 

海岸名 種類 所属課 

産湯漁港海岸、小浦漁港海岸、 

津久野漁港海岸、田抗漁港海岸、 

比井漁港海岸 

護岸、防潮堤、突堤、堤防、樋門、陸閘 産業建設課 

※海岸長寿命化計画より 

 

■図表３-１３ 海岸保全施設の長寿命化計画の基本体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※海岸長寿命化計画より         
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第３節 企業会計施設 

 

（１３）企業会計施設（上水道施設） 

基本認識 

現状と課題 

 本町の水道事業の経営状況については、近年では、ほとんどの自治体が人

口減といわれる中、本町においては増加傾向にあり、給水量は横ばいの状

態が続いているため、料金収入は安定しています。しかし、老朽化した施

設や管路の更新が進んでおらず、今後は多額の更新費用が必要となること

が予想されます。 

 本町には、１箇所の浄水場と５箇所（７基）の配水池があります。浄水・

配水施設の多くは、1970 年代に整備されたため、電気機械設備を中心に老

朽化が進んでいます。現在は、故障箇所の修繕により対応していますが、

更新投資を検討することが必要な状況です。 

 管路施設の大部分は、1970 年代初めに布設されたため、管路の老朽化が一

気に進み、更新や修繕が追い付かない事態となることが懸念されますが、

十分な財源の確保が難しく、管路更新のペースは遅いのが現状です。 

 

今後のあり方 

検討 

 上水道施設に係る経営の基本方針としては、「日高町水道事業経営戦略」

（2017 年３月策定）において、今後、安定的に事業を営むための経営理

念、経営方針の基本方針を策定しています。 

・安全・安心な水の供給を目指します。 

水道事業は、町民の生活や事業活動を支える重要なライフラインであ

り、安全・安心な水の供給を安定的に行うことは社会生活を支えるうえで

必要不可欠なことであり、町の責務といえます。今後の水需要に合わせ

た、安定的な水資源の確保と良質な水の供給に努めます。 

・施設の効率的な運営を目指します。 

管路の老朽化に伴い、有収率が低下しています。漏水調査や漏水箇所の

修繕、または更新投資を行い、効率的に料金収入に結びつけられるように

運営し、収益性の向上に努めます。また、今後、施設の更新に際しては、

現状の施設能力を見直し、スペックを維持する必要性を検討したうえで、

最適な設備投資を行います。 

・経営の適正化を推進します。 

現状では水道事業の運営によって得られる収益よりも、水道事業の維持

管理にかかる経費の方が多く、水道事業は赤字経営が続いています。地方

公営企業として独立採算がとれるよう、料金水準の適正化やコスト削減に

努めます。 
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■図表３-１４ 企業会計施設（上水道施設）一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■萩原浄水場（萩原 1704） 

 萩原浄水場 鉄筋コンクリート造 244.00 1979 年 9 月 4 日 上下水道課 

 萩原浄水場 鉄筋コンクリート造 416.00 2005 年 2 月 4 日 上下水道課 

 

■図表３-１５ 上水道施設等位置図 
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（１４）企業会計施設（下水道施設） 

基本認識 

現状と課題 

 本町の下水道事業は、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、特定地域生

活排水処理事業の３つの下水道事業を運営しています。 

 農業集落排水事業は、2004 年に小池下水処理場が竣工し、2005 年から供用

を開始しました。その後、2008 年に高家下水処理場が竣工し、現在では、

小池地区、志賀地区の一部、萩原地区の一部、荊木地区、高家地区、小中

地区の汚水処理を行っています。 

 漁業集落排水事業は、2000 年に阿尾下水処理場が竣工し、供用を開始しま

した。その後、2001 年に比井下水処理場、2002 年に小浦下水処理場が竣工

し、現在では、阿尾地区、産湯地区、比井地区、小浦地区の汚水処理を行

っています。 

 特定地域生活排水処理事業は、地理的・社会的条件から集合排水処理する

ことが適当でない区域において、浄化槽を設置することとし、2009 年度ま

でに整備事業を進めてきました。2003 年から供用開始し、2016 年度末時点

での浄化槽設置基数は 684 基となっています。 

 

今後のあり方 

検討 

 下水道施設に係る経営の基本方針としては、「日高町下水道事業経営戦略

（農業集落排水事業）」（2017 年３月策定）、「日高町下水道事業経営戦略

（漁業集落排水事業）」（2017 年３月策定）、「日高町下水道事業経営戦略

（特定地域生活排水処理事業）」（2018 年３月策定）において、将来の事業

環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、経営の基本方針を策定

しており、以下のとおりです。 

・環境への配慮に努めます。 

下水道の役割のひとつに、汚水の排除による生活環境改善、河川の水質

汚濁防止による自然環境の保全があります。この役割を果たすため、安定

的な運営を目指します。 

・施設の効率的な運営を目指します。 

接続率の向上にむけた経営努力を行い、現在の設備が有効に活用される

ことを目指します。 

・経営の適正化を推進します。 

現状では事業の運営によって得られる収入よりも、事業の維持管理にか

かる支出の方が多く、農業集落排水事業は赤字経営が続いています。公営

企業として独立採算がとれるよう、料金水準の適正化や更なるコスト削減

に努めます。 
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■図表３-１６ 企業会計施設（下水道施設）一覧 

名称（所在地） 構造 
延床面積 

(㎡) 
建築年月日 所属課 

■阿尾漁港漁業集落排水処理施設（阿尾 72-1） 

 阿尾下水処理場 鉄筋コンクリート造 553.18 2000 年 3 月 31 日 上下水道課 

■比井漁港漁業集落排水処理施設（比井 53） 

 比井下水処理場 鉄筋コンクリート造 175.63 2001 年 3 月 31 日 上下水道課 

■小浦漁港漁業集落排水処理施設（小浦 86-3） 

 小浦下水処理場 鉄筋コンクリート造 133.30 2002 年 3 月 31 日 上下水道課 

■谷口小池農業集落排水処理施設（小池 68-4） 

 小池下水処理場 鉄筋コンクリート造 355.12 2005 年 3 月 31 日 上下水道課 

■内原東農業集落排水処理施設（高家 914） 

 高家下水処理場 鉄筋コンクリート造 607.32 2008 年 3 月 31 日 上下水道課 

 

■図表３-１７ 下水道施設等位置図 
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第４章 公共施設等の総合的計画的な管理に関する方針 
第１節 本町を取り巻く現状の課題に関する基本認識 

１．基本認識の整理 

 

（１）公共施設等の老朽化 

・建物系公共施設の整備時期は、1970 年代から 1980 年代前半と 1990 年代後半から 2000 年代

まで、それぞれの期間にわたって整備されており、今後、2020 年代から 2040 年代にかけて

更新時期が訪れることが予測されています。 

 ・インフラ系施設については、近年においては大きな総量の増加はありませんが、橋梁につ

いては、更新時期が 2030 年代以降に集中することが予測されています。 

 

（２）人口構成やニーズの変化 

 ・本町の人口は、現時点では微増傾向にありますが、今後、長期的に見ると 2040 年をピーク

に人口が減少することが予測されており、年少人口が減少する一方で、高齢者人口は増加

することが予測されています。 

 ・近年においては、子育て世帯の人口流入に伴い、学校教育系施設及び子育て支援施設の再

整備を行っていますが、人口構成の変化とともに住民ニーズも変化することが考えられる

ことから、公共施設等の利用需要の変化に適切に対応していく必要があります。 

 

（３）厳しい財政状況 

 ・高齢化の進展に伴い社会保障関係経費の増大が予測され、今後、公共施設等の更新に必要

な財源の確保が困難になることが考えられます。 

 ・学校教育系施設の大規模な施設更新が続いたことから、ここ数年投資的経費が膨らんでい

ます。今後も公共施設の老朽化対策に係る財政需要が見込まれることから、公共施設の適

正な管理により、投資的経費の圧縮を図るとともに、公共施設等適正管理推進事業債や地

域づくり推進事業基金の活用などにより財源確保に努める必要があります。 
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２．本町の特性による公共施設マネジメント 

 

本町には、現在 54 施設（延床面積約 3.7 万㎡）の公共建築物が存在しています。施設の総量に

ついては、現在の人口状況や今後の人口推計を鑑み、適正な公共施設サービスの運営を検討しま

すが、本町では削減すべき施設はほとんどない状況です。 

一方で、本町は現在、子育て世代の流入等により、年少人口は増加傾向にあるため、学校教育

系施設や子育て支援施設の再整備が行われています。しかし、これらの施設についても将来的な

人口減少・少子化を考慮すると、数年後には空きスペースが発生することが考えられ、遊休施設

となり使用頻度が低い状態で公共施設を維持管理する可能性があります。 

そうならないためにも、公共施設マネジメントを実践し、将来を見据えた施設整備を行うとと

もに、空きスペースが発生する場合においては、サテライトオフィス化や民間提案等による有効

活用を図るものとします。 

なお、人口増加に対応した施設整備を実施する反面で、人口減少にも対応した施設整備も考慮

されるべきであるため、本町の人口が減少に転じる 2040 年度以降については、公共施設の再編を

行うものとし、人口減少の割合に応じた公共施設の縮減を行うものとします。 

 

■図表４-１ 今後課題となる公共施設の空きスペース問題のイメージ 
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■図表４-２ 旧比井小学校活用事業 

概要 

≪廃校利用の検討≫ 

2021 年３月末をもって廃校となった旧比井小学校について、廃校施設の利活用の推進及び地

域活性化を図るため、廃校後の活用事業者及び事業内容について住民説明会を行い、日高町旧比

井小学校活用事業審査委員会を設置のうえ、利活用を検討されている民間事業者に対し、2021 年

８月 17 日～９月 30 日まで、「公募型プロポーザル」により募集したところ、２者１組の共同事

業者から応募がありました。 

2021 年 10 月 20 日、日高町旧比井小学校活用事業審査委員会において事業者から提出された

事業計画書の審査及び評価を行い、優先交渉権者の選定を行いました。 

 

≪優先交渉権者及び事業計画内容≫ 

 「大洋化学株式会社」「社会医療法人黎明会」からなる共同事業者 

① 大洋化学株式会社：日本初の屋内型わさび生産事業 

・県発祥の真妻わさびの水耕栽培 

・わさびの加工品の製造販売 

② 社会医療法人黎明会：比井崎地区まちづくりプロジェクト（仮称） 

・食料品・日用品の小売店舗、カフェの開設 

・産品所又は道の駅の開設 

・ヨガ教室、百歳体操などの開催 

 

≪施設活用における本町のメリット≫ 

【収益等に関するメリット】 

◆本来かかる廃校施設の維持管理費の減 

◆有償貸与による賃貸料収入 

◆地元雇用の創出と経済効果 

 

【地域活性化に関するメリット】 

◆わさびの栽培や加工品の製造における事業見学や学生の学びの場としても活用 

◆小売店舗やカフェの開設による住民の利便性の向上 

◆産品所又は道の駅の開設による観光客が立ち寄れる場所の確保 

◆ヨガや体力づくりなど健康寿命延伸の推進 

 

※記載情報は 2022 年３月末時点の内容です。 
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第２節 公共施設等の管理に関する方針 

１．公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 

初版総合管理計画において設定された「公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針」に

ついて、改訂版総合管理計画策定時に見直しを実施しています。一部の施設においては、役割を

果たし用途変更を行った施設があり、その他の施設についても初版策定からおよそ５年が経過し

ており状況に変更が生じており、また、個別施設計画の内容を反映させるため、より実情に即し

た方針内容へ見直しを行いました。今後、同方針に則った公共施設マネジメントを推進します。 

 

 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 

（１）予防保全の導入 

公共施設等の機能を安全・安心な状態で供給し、施設をできるだけ長持ちさせるためには、不

具合等が発生してから修繕等の対応を行う事後保全ではなく、老朽化等による不具合を早期に発

見し修繕等を実施する予防保全に取り組むことが重要です。法定点検や日頃の点検のほか、施設

の耐用年数に応じて老朽化が一定程度進んだ時点での劣化診断や必要に応じて詳細診断を実施す

る施設のメンテナンスサイクルの確立を検討します。 

日頃より施設の清掃や日常点検、劣化診断等を行い、不具合等の早期発見と早期修繕を行うこ

とで、施設の大規模修繕をできるだけ回避し、施設の長寿命化と修繕費の縮減を図ります。 

 

（２）全庁的な取組体制と情報管理 

これまでの公共施設等の維持管理については、それぞれの所管部署で行い、かつ、その情報に

ついてもそれぞれの所管部署で所有し、情報の一元化が実施されていません。今後は、公共施設

等を総合的に把握し、計画全体の中において各公共施設等が効果的かつ効率的にその機能発揮が

図れるよう、固定資産台帳の整備にあわせ施設マネジメントにも資するシステム構築を行い、施

設カルテの作成や公共施設等の情報を一元管理することを目指します。 

 

 

また、実施方針についても、一部見直しを行っています。 

 

（１）点検・診断等の実施方針 

・日常点検を適切に実施し、建物の劣化及び機能低下を事前に把握し、適切な修繕等を行うこ

とで施設等をいつまでも美しく使っていくための総合的な管理運営や点検・保守・整備等の

業務を行います。 

・技術系職員以外でも取り組めるような日常点検の仕組みづくりに努めます。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 
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・維持管理及び修繕については、故障等の都度対応するのではなく、安全性と経済性を考慮の

上で早期段階に予防的な修繕等を行い、機能の保持・回復を図る予防保全型維持管理の導入

を推進します。 

・公共施設マネジメントシステムによって、維持管理や修繕に関する情報を蓄積していくこと

で、維持管理上の課題を適時に把握するとともに、今後の修繕に関する計画策定に役立てま

す。 

・インフラ施設については、その種別ごとに、整備状況や老朽化の度合い等から方向性を検討

し、施設の重要度に応じた個別の維持管理方針を策定します。 

 

（３）安全確保の実施方針 

・点検・診断等により危険度が高いと判断された施設または老朽化等により供用廃止された施

設で、今後も利用見込みのない施設については、原則として統廃合及び取り壊しの対象とし

ます。 

・ただし、危険度の高い施設であっても、今後も必要な施設については、原則として速やかに

安全確保及び長寿命化対策を実施することとします。その際は、利用率等を踏まえ、周辺施

設を集約する等の検討を行います。 

 

（４）耐震化及び国土強靱化の実施方針 

・公共施設の多くは、災害時には避難場所等として活用され、応急活動の拠点となります。こ

のため、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施設としての機能確保の観点

からも、強力に耐震化の促進に取り組みます。 

・道路、橋梁、上下水道をはじめとするインフラについても、耐震化の検討を進めます。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

・予防保全型維持管理の実施を徹底することにより、公共施設等の長寿命化を図り、財政負担

の抑制と平準化を目指します。 

・既に策定済みの個別の長寿命化計画については、本計画に準じて継続的に見直しを行い維持

管理、修繕、更新等を実施することとし、その他の施設については、本計画に準じた上で、

必要に応じて個別に長寿命化計画等を策定します。 

 

（６）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

・誰もが安心・安全に利用しやすい施設となるように、公共施設等の改修、更新等を行う際に

は、住民ニーズや施設の利用状況を踏まえ、ユニバーサルデザイン化に努めます。 

 

（７）統合や廃止の推進方針 

・住民のニーズや社会情勢の変化、今までの利用状況に鑑みて、必要性が認められない施設に

ついては、議会や地元との調整を十分整えた上で、用途廃止・撤去の検討を行います。その

際には、類似、重複した機能を有する施設を総合的に捉え、改築に際しては、周辺類似施設

の集約化による機能統合も視野に入れます。 
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・用途廃止や統廃合、集約化による空き施設については、可能な限り用途転用することによ

り、既存施設の改築費の抑制を図ります。廃止する施設については、速やかに取り壊しを行

い、安全面の確保や景観の確保及び事業費等の削減、平準化を図るようにします。また、有

償で売り払いや貸し付けを行う等、財源確保の手段として有効に活用します。 

 

（８）住民との情報共有の実施方針 

・計画の推進にあたっては、公共施設等を日々利用し、支えている住民との問題意識や情報の共

有が不可欠となります。そのため、公共施設等のあり方について協議を行う場合、住民目線に

立ち幅広い議論を進めていくとともに、公共施設等に関する情報について HP をはじめとする

各種広報媒体等を通じ、これまで以上に公共施設等に関する情報を開示していきます。 

 

（９）ＰＰＰ／ＰＦＩ活用の実施方針 

・今後、PPP/PFI、指定管理制度等、民間の資金や活力、外郭団体の機能等を積極的に活用し、

新たな住民のニーズに応えるとともに、公共施設の機能を向上させながら、維持管理コスト

等の縮減を図ることを検討します。 

 

（１０）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・庁内の関係部署が連携した推進体制づくりを行います。また、全職員が本計画の内容を理解

し、意識を持って取り組むため、研修等を通じて啓発に努めていきます。 

 

（１１）フォローアップの実施方針 

・本計画については、所管部署と連携して定期的に進捗確認を行うとともに、必要に応じ方針

や目標の見直しを行います。また、住民への積極的な情報開示により、公共施設等の現状や

課題を共有し、将来のあり方について意見交換を行いながら、計画を推進していきます。 

・近隣の自治体とも情報共有を行い、施設利用の広域化や連携について検討を行います。 
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